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福祉サービス事業所等を自立準備ホームとして活用する場合の取扱いについて 

 

 

平素より、地域福祉行政の推進に格段の御高配を賜り厚く御礼を申し上げます。 

さて、既存の社会福祉施設や福祉サービス事業所等（以下「福祉サービス事業所等」

という。）において、定員の空きを活用して、本来の業務に支障の無い範囲で社会参加に

向けた支援対象者を受け入れる場合の考え方について、「多様な社会参加への支援に向け

た地域資源の活用について」（令和３年３月３１日付け厚生労働省子ども家庭局長、社

会・援護局長、障害保健福祉部長、老健局長連名通知）により通知しているところで

す。 

今般、別添のとおり、法務省保護局更生保護振興課保護調査官から、地方更生保護委

員会事務局長及び保護観察所長宛て、自立準備ホーム（※）の開拓にあたっての参考情

報として上記通知の内容を周知する事務連絡が発出されております。 

管内の福祉サービス事業所等から、自立準備ホームとしての活用について照会があっ

た場合においては、別添の事務連絡及び４部局長連名通知の内容に沿って、適切に取り

扱っていただくようお願いいたします。 

 

 

※ 「自立準備ホーム」 

保護観察所が、更生保護施設以外の宿泊場所を管理する事業者等に対し、行き場

のない刑務所出所者等に対する宿泊場所の提供や自立のための生活指導等を委託す

る「緊急的住居確保・自立支援対策」において、事業者が提供する宿泊場所 

 


